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現状・課題

3 多言語、やさしい日本語対応が不十分
・行政窓口、病院、勤務先、学校等の様々な場面
で、日本語のレベルに関わらず外国人県民がコ
ミュニケーションに不自由さを感じている
・各種窓口において、多言語・やさしい日本語対応
が進んでいない
・地域レベルで、やさしい日本語が普及していない

4 日本語学習の機会が限定されている
・地域日本語教室が学習者のニーズに必ずしも
あったものではない （日時、場所、レベル、内容等）
・地域日本語教室を運営する人材が不足している
・日本語指導が必要な児童・生徒は増加傾向であ
り、サポート体制の充実化が求められている
・日本語指導が可能な人材が不足している

6 職場や地域で活躍できる環境整備が不十分
・外国人県民が地域で活躍する機会が限られてい
る
・外国人材に対する事業所や職員の理解が浸透
していない
・外国人材の就労支援体制が整っていない
・外国人材が働きやすい環境が整備されていない

5 外国人県民に生活、災害、地域における情報等
が適切に届いていない
・外国人が生活、地域情報を入手できていない
・必要な情報が入手できず、困り事を解決できな
かったり、地域との関わりが希薄で孤立している
・災害や防災に関する知識が乏しく、災害発生時
に適切な行動がとれない
・災害発生時に、避難情報等を入手できない

【基本方針】＊多文化共生マインドの醸成
＊安心して生活できる環境の整備
＊誰もが活躍できる環境の整備

【佐賀県を取り巻く環境】
県人口：＜R51.1（推計）＞７９９，２７６人 （＜H13＞882,639人）
在留外国人数：７，７８０人（R5.1.1） ＜国籍＞ベトナム（２，２７５人）、ネパール（１，０４０人）、中国（９２２人）

＜在留資格＞技能実習（２，３５２人）、永住者（1,0６４人）、留学（１，０２９人）
外国人労働者数：６，０５４人／１，０３８事業所（R４.10）

取組の方向性

活
躍
環
境
の
整
備

7

県

・

佐

賀

県

国

際

交

流

協

会
（
S

P

I

R

A
）
の

実

施

事

業

が

認

知

さ

れ

て

い

な

い

・

実

施

事

業

が

認

知

さ

れ

て

お

ら

ず
、
外

国

人

県

民

や

日

本

人

県

民

の

課

題

解

決

に

つ

な

が

っ

て

い

な

い

マ
イ
ン
ド
の
醸
成

1 多文化共生マインドの醸成が不十分
・多文化共生の理念・マインド等が浸透していない
・外国人県民と日本人県民の交流機会が創出で
きていない
・異文化理解の機会が限定的で、相互理解が深
まっていない
・地域において、多文化共生を推進する人材が不
足している

2 外国人県民への生活支援が不十分
・外国人県民が公的サービスへアクセスできていな
い
・外国人県民への生活・交通ルール等の周知が不
足している

生
活
支
援

取組指針 主な取組 事例 関係機関

1 地域社会の多文化共生マインドの醸成

（1）多文化共生の理念啓発及び外国人と日本人の相互
理解の機会の創出

①多文化共生や異文化理解に関する講座の実施【充】
②タウンミーティングの開催【継】
③多文化共生啓発強化期間を設けマインド醸成を推進【新】
④外国につながりがある子やアイデンティティに対する理解の促進【継】

1～7 県（国際課）、県教育庁（教育振興課、学校
教育課）、SPIRA、市町、 市町教育委員会、
教育機関、事業所、CSO、県民

（2）学校・地域における外国人県民との交流機会の確保 ①地域、学校等での交流会の開催【充】
②地域行事等の外国人県民への参加促進【新】

8～19 県（国際課）、県教育庁（教育振興課、学校
教育課）、SPIRA、市町、 市町教育委員会、
教育機関、事業所、CSO、県民

（3）地域において、多文化共生を推進できる人材の育成
及び団体の支援

①多文化共生サポーター等の地域人材の育成【充】
②多文化共生に関する研修会等の開催【充】
③多文化共生推進団体等への支援【継】

20～24 県（国際課）、SPIRA、市町、事業所、CSO、
県民

2 生活支援の充実化

（1）公的サービス及びその案内の充実化 ①居住、教育、医療、保健、福祉等、各分野における公的サービスの充実化、情報
の集約・提供及び関係機関の連携強化【充】

②相談体制の整備【充】

25～34 県（国際課、健康福祉政策課、医務課、社
会福祉課、産業人材課、建築住宅課 など
関係各課）、県教育庁（教育振興課）、
SPIRA、市町、市町教育委員会、教育機関

（2）生活・交通ルールのオリエンテーション等の機会の増
加

①各種オリエンテーションの開催（学校、企業、地域等）【充】 35 県（国際課、産業人材課）、県教育庁（教育
振興課）、SPIRA、市町、市町教育委員会、
教育機関、事業所、CSO、県民

3 多言語及びやさしい日本語対応の促進

（1）各種窓口、機関において、多言語及びやさしい日本
語での対応の充実化

①多言語及びやさしい日本語に関する研修会等の開催【充】
②多言語及びやさしい日本語化に関する情報提供【継】
③多言語ツール（通訳コールセンター等）の活用促進【充】
④各市町で使用可能な多言語辞書の作成と活用【新】

36～39 県（国際課）、県教育庁（教育振興課）、
SPIRA、市町、市町教育委員会、教育機関、
事業所、CSO、県民

（2）各種窓口、機関及び地域でのやさしい日本語認知
度向上

①各種窓口、機関及び地域への出前講座の実施【充】
②やさしい日本語の普及活動（やさしい日本語動画の活用や情報発信等）【充】

40～42 県（国際課）、SPIRA、市町、事業所、CSO、
県民

4 日本語学習者のニーズに沿った学習機会の提供

（1）学習者のニーズを踏まえた、教室の設置、運営（場
所、時間、開催形態や体制等）及び体制の強化

①日本語教育の推進にかかる総合的な体制づくり【充】
②地域日本語教室空白地域の解消【継】
③オンライン環境の整備【継】

43～45 県（国際課）、SPIRA、市町、教育機関、事
業所、CSO、県民

（2）教室活動を企画、実行する人材の育成 ①日本語教育に関わる人材育成【継】
②日本語教育コーディネーター等の活躍機会の創出【新】

46 県（国際課）、SPIRA、市町、教育機関、
CSO、県民

（3）学校における日本語指導の必要性が高まることを踏
まえて、保護者へのサポートを含めた支援の充実及び体
制や関係機関の連携強化

①関係機関との連携強化【継】
②日本語指導人材の育成と配置【充】
③外国につながりのある子どものアイデンティティを育む活動の実施【継】
④教職員等向けの勉強会等の実施【継】
⑤外国につながりのある子の保護者の相談体制の強化【継】

47～53 県（国際課）、県教育庁（教育振興課）、
SPIRA、市町、市町教育委員会、教育機関、
CSO、県民

5 生活、災害、地域等に関する情報発信の強化

（1）地域、自治体等が、外国人県民に必要な情報を届け
られる手段の検討

①効果的な発信媒体、手段の検討【充】
②SNSによる情報発信の強化【充】
③情報発信のための関係機関等との連携【継】
④国別ネットワークの構築【継】

54～58 県（国際課）、SPIRA、市町、教育機関、事
業所、CSO、県民

（2）災害・防災に関する知識の定着 ①防災セミナー、研修等の開催【充】
②地域の防災訓練等への外国人県民の参加促進【新】
③防災・災害に関するツールの作成及び活用【充】

59～63 県（危機管理防災課、国際課）、SPIRA、市
町、教育機関、事業所、CSO、県民

（3）災害情報発信体制の整備 ①多言語支援センターの体制整備【継】
②情報発信ネットワークの構築【充】

64、65 県（危機管理防災課、国際課）、SPIRA、市
町、教育機関、事業所、CSO

6 地域・職場で活躍できる環境の整備

（1）外国人県民が地域で活躍できる機会の創出 ①外国人県民の自治会等への参画及び地域の理解促進【充】
②外国人留学生等の県や市町事業への協力【充】

66 県（国際課）、SPIRA、市町、教育機関、事
業所、CSO、県民

（2）県内で働くための就労支援及び受入れ事業所の理
解促進

①外国人県民への就職相談及び企業とのマッチングの実施【継】
②外国人留学生の県内定着の促進【充】

67 県（国際課、観光課、長寿社会課、産業人
材課、農業経営課、建設・技術課 など関係
各課）、SPIRA、市町、教育機関、事業所

（3）外国人材受入れ事業所における働きやすい職場環
境を整備

①外国人雇用セミナーの開催【充】
②事業所での外国人材受入れオリエンテーションの開催【充】
③事業所における日本語教育の充実化【新】
④事業所内の受入れ担当者の育成【新】
⑤事業所における職場環境の把握及び改善サポート【充】

68～74 県（国際課、観光課、長寿社会課、産業人
材課、農業経営課、建設・技術課 など関係
各課）、SPIRA、市町、教育機関、事業所

7 県・SPIRAの実施事業の周知及び充実化

（1）実施事業を適切に情報発信し、相談窓口をはじめと
する支援事業における外国人・日本人県民の認知度向上

①自治体、事業所、教育機関等と連携して周知広報【充】
②効果的な広報・情報発信の検討と実施【充】
③オリエンテーション等における実施事業の広報【充】

75 県（国際課）、SPIRA、市町、教育機関、事
業所、CSO、県民

【基本理念】

1 地域社会の多文化共
生マインドの醸成
外国人県民、日本人県民が
共生していくために、多文化
共生の理念啓発や相互理
解の機会の創出

2 生活支援の充実化
外国人県民の公的サービス
へのアクセスを容易にすると
ともに、生活・交通ルール等
を学ぶ機会を創出

3 多言語及びやさしい
日本語対応の促進
コミュニケーションの円滑化
に向けた、多言語及びやさ
しい日本語対応の充実化
及びやさしい日本語の普及

4 日本語学習者のニー
ズに応えた学習機会の
提供
日本語学習者のニーズに
応える学習機会を提供し、
学習をとおした社会との接
点や日本語能力の向上の
ための機会を創出

5 生活、災害、地域等に
関する情報発信の強化
外国人県民へ適切なタイミ
ングで、適切な情報を届け
るための体制や手段の整備

6 地域・職場で活躍で
きる環境の整備
外国人県民と日本人県民
が共に活躍するための基盤
となる環境の整備

7 県・SPIRAの実施事
業の周知及び充実化
県・SPIRAの事業等の積極
的な広報による、各種サ
ポートの周知及び充実化

外国人と日本人が尊重し合い、共に活躍できる佐賀づくり


